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再エネ3倍は世界の常識︓先進国は2035年完全脱炭素化
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• 国際エネルギー機関(IEA)、国際再⽣可能エネルギー機関(IRENA)の1.5℃シナリオでは、3倍・4倍といった容
量の拡⼤が必要と、2021年にすでに公表。

• G7は2035年までの電⼒部⾨の脱炭素化に⼤きくコミット。（⽶国もCOP28にて既存⽯炭⽕⼒を2030年までに
段階的廃⽌を掲げる脱⽯炭国際連盟（PPCA）に参加）

• ⽇本は2030年に発電電⼒量のうち19%を⽯炭によって供給する計画(第六次エネルギー基本計画）。

出典︓⾃然エネルギー財団「統計︓国際エネルギー 国別の電⼒・年次」（2023年3⽉22⽇更新）ほか各種資料を基に作成 

電⼒部⾨脱炭素化の⽬標
2022年実績
（％）

2030年⽬標
（％） 2035年⽬標

カナダ 76 － 脱炭素化

ドイツ 48 少なくとも80 ⽯炭⽕⼒廃⽌を2030年までに前倒しし、
電⼒部⾨の脱炭素化をめざす

英国 44 2030年までに低炭素電⼒で95%供給 脱炭素化*1
イタリア 32 72 ＊2

フランス 25 40 （フランスは、現時点で再エネ＋原発で約9割）
⽶国 22 － 電⼒部⾨の排出ゼロを公約。EPAが規制案を公表*3
⽇本 22 36-38 －

⾃然エネルギー電⼒の割合
国名

＊1エネルギー安全保障戦略で2035年の電源脱炭素化を⽬標。また気候変動委員会が2035年太陽光発電・⾵⼒発電で70%を供給と推計
＊2イタリアは "The Ecological Transition Plan" （2022年）において2050年に2050年で⾃然エネでほぼ100％をめざす。
＊3 ⽶国はエネルギー省が2035年に再エネで80%以上と推計。



⽇本は再エネ導⼊⽬標の引き上げが急務
n世界全体の容量・発電電⼒量の両者において、「世界全体」よりも勾配が緩やか。
nG7であることを考慮するならば、より加速することが求められる。
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容量 発電電⼒量

図1 世界全体および⽇本の再⽣可能エネルギー容量将来⾒通し 図2 世界全体および⽇本の再⽣可能エネルギー導⼊率将来⾒通し

出典︓安⽥陽, “COP28で決まったこと、⽇本で報道されないこと”,京都⼤学⼤学院経済学研究科
再⽣可能エネルギー経済学講座(2024.1)

https://www.econ.kyoto-u.ac.jp/renewable_energy/stage2/contents/column0408.html
https://www.econ.kyoto-u.ac.jp/renewable_energy/stage2/contents/column0408.html


世界の常識・⽇本の⾮常識
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再エネは変動するから
化石燃料のバックアッ

プが必要？

再エネは予測できます。その上で、うまく組み合わせ、かつ「安い
ときに使う」仕組みで需要は動きます。もちろん蓄電池も使えます。
一番安価な方法は、系統を増強することと言われています。

日本やアジアは再エネ
資源がない？

日本にもアジア諸国にも再エネはあります。日本もアジア諸国も、
年間需要の10倍以上のポテンシャルがあります。

再エネは高い？
供給コストではすでに安くなっています。需要側に届くまでに、仕
組みの制約で、高くなってしまっています。仕組みを変えるために、

声を上げましょう。



誤解:⽇本に再エネ資源はない?
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Source︓IEA, “Offshore Wind Outlook 2019”

国際エネルギー機関による推計では、
⽇本の年間電⼒消費量の約8倍のポテンシャル

出典：環境省「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（2022年4月）

環境省のポテンシャル調査︔太陽光1460GW,陸上⾵⼒483GW
設備利⽤率をそれぞれ14%, 30%とすると、合計年間約3000TWh
のポテンシャル。約3倍。

⽇本の年間電⼒需要︓約1000TWh

⾜し合わせると約11倍のポテンシャル︕



誤解︓アジアに再エネ資源がない?
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出典︓⾃然エネルギー財団、「⾃然エネルギーが東南アジアの未来を拓く」(2023年9⽉)

すでに再エネ⽐率は⾼い。
ベトナムは太陽光発電が急拡⼤。

https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20230905.php


誤解︓⽇本とアジアは再エネ資源がない?
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出典︓⾃然エネルギー財団、「⾃然エネルギーが東南アジアの未来を拓く」(2023年9⽉)

需要の何倍ものポテンシャルが
⽐較的安価(7.5-15円/kWh, 15-22.5円/kWh)
の価格帯にて存在する。

https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20230905.php


必要な視点: 需要も柔軟になり得る
n再エネは変動するが、予測不可能ではない。精度⾼く予測可能。
n需要が固定で供給するのではなく、需要も「柔軟」になり得る。

7出典︓エイモリー・ロビンス講演資料(2023年10⽉)

蓄電池は「⾼い」柔軟性。
その前にできることがたくさんある。再エネはかなりの正確性で予測可能。

https://www.renewable-ei.org/activities/events/20230831.php


安い再エネ発電コストが安い再エネ調達になっていない
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⽇中のJEPX価格が安い時間帯
（多くの出⼒抑制が発⽣）も、
夜間電⼒の⽅が安い電⼒料⾦
体系が続いている。

時間帯による料⾦を設定
することによる需要低下率
は30-50%に及ぶという研究
成果もある。
⽂献︓Regulatory Assistance 
Project and the Brattle Group: 
Time-varying and Dynamic 
Rate Design (2012) 

出典︓⾃然エネルギー財団、電⼒需給チャートにて作成

https://www.renewable-ei.org/statistics/electricity/


再エネ早期⼤量導⼊によって電⼒以外の脱炭素化も低コストで可能
2050年⾃然エネルギー
100%シナリオでは、電⼒の
器から溢れ出した⾃然エネ
ルギー電⼒によって、製
鉄・⻑距離輸送の脱炭素化
も、国産エネルギーである
国産再エネによって可能。

9Source: LUT, Agora, REI, “Renewable pathways to climate-neutral Japan(2021.3)

https://www.agora-energiewende.org/fileadmin/Projekte/2021/2021_03_JP_2050_study/2021_LUT-Agora-REI_Renewable_pathways_Study.pdf


世界の常識・⽇本の⾮常識
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再エネは変動するから
化石燃料のバックアッ

プが必要？

再エネは予測できます。その上で、うまく組み合わせ、かつ「安い
ときに使う」仕組みで需要は動きます。もちろん蓄電池も使えます。
一番安価な方法は、系統を増強することと言われています。

日本やアジアは再エネ
資源がない？

日本にもアジア諸国にも再エネはあります。日本もアジア諸国も、
年間需要の10倍以上のポテンシャルがあります。

再エネは高い？
供給コストではすでに安くなっています。需要側に届くまでに、仕
組みの制約で、高くなってしまっています。仕組みを変えるために、

声を上げましょう。

電⼒需要の器を溢れさせて、それを製鉄や⻑距離輸送⽤の燃料に使うのが最もコスト効率的な脱炭素化

科学的知⾒をベースに声を上げましょう︕


